
1. 農業農村整備事業における小水力発電の取組み

松本 雅夫・白神 裕之・小野寺晃宏

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故以

来，地域資源を活用した自立・分散型の再生可能エネルギーの

供給体制の強化を図ることが喫緊の課題となっている。特に農

業水利施設には落差工，放流施設などに多くの未利用な水力資

源が包蔵されており，固定価格買取制度とも相まって，地域資

源を最大限活用した小水力発電の導入を図り，地域に便益が還

元されることを通じて農村地域の活性化に寄与することが期待

されているところである。本報では，農業農村整備事業におけ

る小水力発電導入に係る取組みの現状，小水力発電の導入促進

に向けた固定価格買取制度，規制・制度改革などについて報告

する。

（水土の知81−2，pp.3〜6，2013）

再生可能エネルギー，小水力，土地改良長期計画，固定価

格買取制度，河川法，電気事業法，未利用資源

2. 小水力発電の導入による農業水利施設の活かし方

後藤 眞宏・駒宮 博男・上坂 博亨・小林 久

平野 彰秀・上田 達己・浪平 篤・廣瀬 裕一

ダム，頭首工，落差工，急流工など農業水利施設を利用した

小水力発電は，安定した出力が得られる。かんがい排水事業な

どでは 2011 年度までに全国 26 地区で発電所が建設されてい

る。2012 年 7 月から再生可能エネルギーの固定価格買取制度

が開始され，農業水利施設を利用した小水力発電の活用が期待

されている。本報では，これまでに農業農村整備事業で建設さ

れた発電所の特徴を施設利用と経済性の視点で明らかにする。

次に，農業水利施設における小水力発電の今後の利活用方法と

して，ダム運用方法，水利調整方法などについて述べる。そし

て農業水利施設への小水力発電の導入の意義について，経済的

効果および地域社会の再構築効果について述べる。

（水土の知81−2，pp.7〜10，2013）

小水力発電，農業水利施設，エネルギー生産，水利調整，

固定価格買取制度

3. 独立運転するマイクロ水力発電の経済・環境影響評価

上田 達己・後藤 眞宏・桐 博英

浪平 篤・滝口 孝明・廣瀬 裕一

数kW規模以下のマイクロ水力発電では，多くの場合，売電

収入のみで採算をとることが難しい。しかし，系統電力に接続

しない独立運転を想定すれば，このような発電にも，遠隔地の

発送電システムでの災害・事故に左右されない電力供給が可能

であるなどのメリットが考えられる。本報は，末端用水路への

設置に適した「開放クロスフロー水車」を独立運転することを

想定して，その経済・環境影響評価を行った。結果として，電

力利用費の観点から，本水車は系統電力を代替できないがエン

ジン発電機よりは低コストであること，また，温室効果ガス排

出削減の観点からは，本水車が系統電力やエンジン発電機より

優れていることが明らかとなった。

（水土の知81−2，pp.11〜14，2013）

小水力発電，再生可能エネルギー，経済評価，環境影響評

価，クロスフロー水車

4. 岐阜県と愛知県の農業水利施設による

小水力発電事例と展望

大西 健夫・千家 正照・平松 研・西村 眞一

岐阜県と愛知県の農業水利施設を利用した小水力発電の事例

を紹介し，今後の展望を考察した。岐阜県による可能性調査か

らは多くは中山間地域に存在し，小規模ながら既存の水利施設

改修や余剰水利用といった取組みがあることがわかった。他

方，愛知県には大規模な水利施設が存在し，愛知県による可能

性調査からその潜在力が示された。すでに調整池を用いた発電

の取組みも始まっており，調整池や小規模ため池群を用いた水

力発電にさらなる可能性があることが示唆された。両県の比較

から，水利施設の特徴と地域の実情にあわせた発電のあり方を

体系的に検討し，災害時における緊急利用など，電力の使用用

途も含めた総合指針作成の必要性が示された。

（水土の知81−2，pp.15〜18，2013）

小水力発電，岐阜県，愛知県，調整池，中山間地，災害時

利用

地球温暖化防止対策に対する取組みとして，温室効果ガスを排出しない再生可能エネルギーへの転換を図ることは重要

な課題となっています。平成24 年 7 月から施行された再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度（全量買取制度）を

契機として，農業水利施設を利用した小水力発電への期待が高まりつつあり，全国各地の用水路やため池などに潜在する

未利用のエネルギーを開発していくことは，今後より一層重要になってくるものと考えられます。

このようなことから，農業水利施設を活用した小水力発電に関する事例の紹介，新たな制度に対する課題，新技術の提

案などを通じて情報や知識の共有を図ることは，小水力発電技術の導入に取り組む行政機関や施設管理を行う土地改良区

などの技術者にとって，きわめて有意義であると考えられます。

そこで，本小特集では，農業水利施設を活用した小水力発電の取組みについて，各地で実施されている検討事例，動向，

展望などに関する報文を紹介します。
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5. 地産地消型の小水力発電プロジェクトと

地域活性への取組み

左村 公・高橋 幸照・中村 好男

金元 敏明・伊藤 隆幸

本報では昨今の社会事情により自然エネルギーが着目される

中で，三重県にある水土里ネット立梅用水を対象に，地域活性

を目的とした地産地消型の小水力発電プロジェクト（立梅用水

型小水力発電プロジェクト）について紹介するものである。こ

の立梅用水型小水力発電プロジェクトでは，地域活性を円滑に

図るため地域住民と協働して実施する産官学民の体制をとって

いる。また，従来型の小水力発電では，土木建築施設を必要と

していたが，それらの施設を不要とする新型小水力発電装置

（相反転方式）を開発した。現在，小水力発電で発電した電気の

利用ニーズを調査しており，6次産業活性化のための利用など

が挙げられる。

（水土の知81−2，pp.19〜22，2013）

小水力発電，地産地消，相反転方式，地域活性，コミュニ

ティグリッド，6次産業

6. 土地改良区全額出資の株式会社による小水力発電

渡邊 正弘・柴田 三郎

山形県最上川中流土地改良区は，山形市ほか 2 市 1 町の約

4,000 ha を受益地に持ち，昭和44 年度に設立されている。昭

和 47 年度より国営最上川中流農業水利事業を着工し，事業の

一部である導水路の高低差 106m の減圧として水力発電を計

画したが，国営事業による発電所の建設は，管理に関する国か

らの通達が未了であったことなどから断念した。土地改良事業

において小水力発電の整備を一体的に実施することが一般的で

なかった昭和 57 年度に，最上川中流土地改良区が全額出資の

株式会社を設立し，61 年度から発電事業を実施している。本

報では，発電施設の状況と，併せて土地改良区の小水力発電の

取組みが株式会社設立に至った経緯，現在抱えている課題，お

よび今後の方向性について報告する。

（水土の知81−2，pp.23〜26，2013）

小水力発電，水利権，国営農業水利事業，最上川中流土地

改良区，株式会社，農山漁村電気導入促進法，エネルギー

資源

7. スマートビレッジ構想における小水力発電の取組み

志野 尚司・田澤 裕之・柄澤 昭司

山本 照幸・永田 浩章

近年，エネルギー政策全般のあり方が見直されるなか，再生

可能エネルギーの重要性が再認識され，有効に活用することが

社会的要請となっている。平成24 年 7 月 1 日に再生可能エネ

ルギーの固定価格買取制度（FIT）が施行され，小水力発電導

入による費用対効果もより期待できるものとなった。そこで，

小水力発電などで発電した電力を自家消費するとともに余剰を

電力会社に売電することで，その収入を土地改良施設の使用電

力料のほか，発電施設をはじめとする関係土地改良施設の維持

管理費の低減に充てることが期待される。この報文では，国営

神流川沿岸農業水利事業で整備し，平成24 年 9 月に稼働開始

した「神流川沿岸小水力発電所」の取組みについて，事業概要，

その導入過程で策定された「『ひびきの』スマートビレッジ構

想」やFIT対応などについて述べる。

（水土の知81−2，pp.27〜30，2013）

小水力発電，再生可能エネルギー，スマートビレッジ構

想，固定価格買取制度，従属発電，系統連携，維持管理費

（報文）

RC開水路の目視による凍害診断の留意点

佐藤 智・金田 敏和・石神 暁郎

周藤 将司・緒方 英彦

積雪寒冷地において農業水利施設の機能診断を行う際には，

凍結融解作用に着目する必要がある。農業水利施設の多くを占

める鉄筋コンクリート製開水路では，凍害による側壁の表面変

状と内部変状が異なる形態であることが知られている。水路側

壁の断面観察の結果，凍害劣化した開水路の側壁内部に発生す

るひび割れは必ずしも連続したものではなく，多数のひび割れ

が不規則に発生していることを明らかにした。また，側壁の方

角，背面の土地勾配，積雪状況，融雪水の供給状況，ひび割れ

が発生した目地，側壁の雨水滲出箇所，天端のスケーリング，

表面ひび割れの分布などから凍害発生箇所を目視調査のみで推

定できることを明らかにした。

（水土の知81−2，pp.31〜34，2013）

積雪寒冷地，コンクリート開水路，凍害，診断，目視調査，

変状，ひび割れ

（リポート）

エジプトにおけるUSAID の農民水利組織設立の動き

北村 浩二

エジプトにおいては，JICA，USAID，世界銀行などのド

ナーが，灌漑用水管理の改善を目的として，農民水利組織を設

立する各種プロジェクトを実施している。その中で，USAID

は，広範な地域を対象として，支線用水路レベルの農民水利組

織であるBCWUAs を設立するLIFE-IWRM プロジェクトを

実施している。しかし，本プロジェクトは，トップダウン型ア

プローチによって BCWUAs を設立しており，設立された

BCWUAs は形式的なもので実質的に機能しないものとなって

いる。そのため，本報では，これらの現状と課題について整理

した。

（水土の知81−2，pp.35〜38，2013）

エジプト，USAID，農民水利組織，水管理，水質改善

（技術リポート：北海道支部）

2012 年岩見沢周辺の大雪と用排水路への積雪荷重の検討

佐藤 修児・松岡 直基・秀島 好昭

2011-2012 年の冬期の北日本や日本海側は強い寒気が流れ込

んで，平成 18 年豪雪以来の大雪となった。特に北海道の岩見

沢市周辺では観測開始以来の大雪となって，農業水利施設への

影響が懸念された。このため同市周辺で詳細な積雪調査を行

い，用排水路への影響を調査した。その結果，記録的な大雪に

対して設計に用いられている雪荷重や，積雪の変形作用による

影響を検証することができた。豪雪条件下の積雪荷重に対し

て，現行設計法の用水路に変状はなく，健全であることを確認

した。気候変動が危惧される中，積雪寒冷地での大雪の実測

データを得たことは，今後の農業水利施設の計画や維持管理に

有益であると考える。

（水土の知81−2，pp.44〜45，2013）

豪雪，積雪荷重，開水路，排水路，雪庇，スノーブリッジ



（技術リポート：東北支部）

八郎湖における植生回復の取組み

三浦 英雄・田上 文啓

かつての八郎潟は多様な植物が繁茂し，総面積22,000 ha 余

りの日本第 2 位の湖であった。ところが干拓事業により

15,700 ha の新たな農地が生み出された反面，湖の富栄養化が

進み水質が悪化するとともに，近年ではアオコが頻繁に発生す

るなど漁業や周辺住民への影響が顕著になっている。このため

平成 19 年度に湖沼法で定める指定湖沼「八郎湖」として指定

を受け，県・市町村，地域住民や研究者らにより各種水質保全

事業が展開されている。本報では八郎湖において，かつて生息

していた沈水植物を埋土種子から再生し，これにより水質改善

を期待する取組み事例を紹介する。

（水土の知81−2，pp.46〜47，2013）

干拓，八郎湖，水質改善，沈水植物，埋土種子

（技術リポート：関東支部）

ボックス型鋼管挿入工法による矩形サイホンの耐震対策

村上 喜昭・吉崎 文人・泉 明良

豊川用水では，東海・東南海・南海地震などの大規模地震が

発生する危険性が高まっており，地震により被災した場合に二

次災害の危険度が高い施設，応急復旧が長期化する施設を対象

に，地震による被害を未然に防止するために大規模地震対策事

業を行っている。その中でもサイホン施設は高水圧がかかって

おり，大規模地震発生時にひび割れが発生した場合，漏水によ

り甚大な二次災害が発生する恐れがあることから，現場打ち矩

形サイホンについて，耐震照査を行い，耐震対策工法について

検討した。本報では，現場打ち矩形サイホンの耐震対策工法と

して採用したボックス型鋼管挿入工法について紹介する。

（水土の知81−2，pp.48〜49，2013）

矩形サイホン，耐震照査，耐震対策，大変形弾塑性有限要

素法プログラム，ボックス型鋼管挿入工法

（技術リポート：京都支部）

滋賀県における農業水利施設アセットマネジメントの取組み

東 崇史・中川 義雄・西村 誠

早くから農業生産基盤の整備を進めてきた滋賀県では農業水

利施設の老朽化が進み，事故の発生リスクの増加などが懸念さ

れており，平成 19 年度から農業水利施設を資産と捉えアセッ

トマネジメントの取組みを開始している。その一環として，各

施設の保全更新対策の具体的な計画をさらに地区，地域，県域

単位で取りまとめた中長期計画として策定することとしてい

る。また中長期計画を策定するに当たり施設の状態を正確に把

握する必要があるが，関係者が合同で行う「合同診断」などに

より農業水利施設の機能診断を実施している。これらの取組み

を円滑に進めるためには関係者の連携が不可欠であり，現在，

関係者間で議論，情報共有できる体制整備を進めているところ

である。

（水土の知81−2，pp.50〜51，2013）

農業水利施設，アセットマネジメント，中長期計画，機能

診断，機能保全計画

（技術リポート：中国四国支部）

高住地区ため池整備におけるコスト縮減の取組み

前田 欣補・西田 幸生

高住地区ため池は，鳥取市高住の水田17.6 ha を受益とする

江戸時代以前に築造された重ねため池で，両ため池とも老朽化

が進み，堤体全体からの漏水，洪水吐の断面不足，堤体余裕高

の不足などが生じていた。このことから，ため池の決壊を未然

に防止し，農業経営の安定を図るとともに，下流の農地，農業

用施設，公共施設などの保全を図る目的で緊急な整備が必要と

された。ため池整備の実施過程で，2つの池からなる重ねため

池をおのおの改修する当初計画から2つの池を合併し，1つの

池とする計画変更を行った。これにより，整備事業費のコスト

縮減が可能となり，地元の維持管理の軽減にも資することと

なった。本報では，その検討過程と地元合意の経緯などの事例

を紹介する。

（水土の知81−2，pp.52〜53，2013）

ため池，コスト縮減，ため池合併，側水路方式，景観配慮

（技術リポート：九州支部）

遮水（ベントナイト）シートによるため池の改修事例

井上 幹生・江頭 仁

福岡県では，一般的にため池改修を行う際，遮水材として粘

性土を用いる前刃金工法を採用する。本報では，前刃金工法に

より改修し，整備後 10 年程度経過したため池で漏水が生じ，

この漏水に対する原因の究明から対策工事の実施に至るまでを

紹介している。漏水原因の究明については，電気探査および地

質ボーリングを実施し，漏水原因が施工時の刃金土の材質にあ

ることを特定した後に，その対策として経済比較を行ったうえ

で遮水シート工法を選定した。さらに，施工時においては，漏

水の原因箇所となりやすいトレンチ部取水施設周辺部に粒度調

整した刃金土を使用するなど工夫を行うとともに，既存堤体お

よび盛土材の含水比を適正に維持するための処理工法を実施し

ている。

（水土の知81−2，pp.54〜55，2013）

ため池，ベントナイトシート，遮水シート，漏水，電気探

査，改修
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